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　地方交付税等総額（当初）の推移

特会借入 

（地方負担分） 

(1/2) 3.2兆円 
特会借入 

（地方負担分） 

(1/4) 1.4兆円 

特会借入（地方負担分） 

(1/8) 1.0兆円 

特会借入 

（国負担分） 

(1/2) 3.2兆円 

特会借入 

（国負担分） 

(1/4) 1.4兆円 特会借入（国負担分） 

(1/8) 1.0兆円 

一般会計特例加算 

(1/4) 1.4兆円 

一般会計 

特例加算 

(3/8) 3.1兆円 
一般会計 

特例加算 

(1/2) 5.5兆円 
一般会計 

特例加算 

(1/2) 3.9兆円 
一般会計 

特例加算 

(1/2) 2.2兆円 一般会計特例加算 

(1/2) 0.7兆円 

一般会計 

特例加算等 

(1/2) 2.8兆円 

一般会計 

特例加算 

(1/2) 5.4兆円 
一般会計 

特例加算 

(1/2) 3.8兆円 

一般会計 

特例加算 

(1/2) 3.8兆円 

一般会計 

特例加算 

(1/2) 3.6兆円 

一般会計 

特例加算 

(1/2) 2.6兆円 
一般会計 

特例加算 

(1/2) 1.5兆円 

「1兆円」の加算 

1.0兆円 

別枠加算 1.0兆円 

別枠加算 1.3兆円 別枠加算 1.1兆円 
別枠加算 1.0兆円 

別枠加算 0.6兆円 

別枠加算 0.2兆円 

覚書加算 0.5兆円 

機構準備金の活用 

0.35兆円 
機構準備金の活用 

0.65兆円 

機構準備金の活用 

0.3兆円 

その他 1.7兆円 

その他 2.2兆円 

その他 1.7兆円 
その他 1.9兆円 

その他 1.8兆円 

その他 2.8兆円 

その他 2.7兆円 

その他 0.6兆円 その他 0.9兆円 

その他 0.4兆円 

その他 0.5兆円 

その他 1.8兆円 その他 1.5兆円 その他 1.0兆円 

その他 1.7兆円 

その他 1.0兆円 

国税５税分 

13.3兆円 

国税５税分 

13.8兆円 
国税５税分 

12.6兆円 
国税５税分 

10.6兆円 

国税５税分 

11.1兆円 
国税５税分 

12.0兆円 
国税５税分 

12.5兆円 

国税５税分 

14.6兆円 

国税５税分 

14.5兆円 

国税５税分 

11.8兆円 

国税５税分 

9.5兆円 

国税５税分 

10.5兆円 
国税５税分 

10.7兆円 国税５税分 

10.8兆円 国税５税分 

11.9兆円 国税５税分 

13.8兆円 

(1/4) 1.4兆円 

(3/8) 3.1兆円 

(1/2) 5.5兆円 

(1/2) 3.9兆円 

(1/2) 2.2兆円 

(1/2) 0.7兆円 

(1/2) 2.8兆円 

(1/2) 5.4兆円 

(1/2) 3.8兆円 (1/2) 3.8兆円 (1/2) 3.6兆円 
(1/2) 2.6兆円 

(1/2) 1.5兆円 

0.1兆円 

0.3兆円 
0.3兆円 

1.1兆円 

2.2兆円 
2.6兆円 2.8兆円 

2.4兆円 

2.3兆円 

2.3兆円 2.3兆円 2.6兆円 

3.0兆円 

3.1兆円 

1.4兆円 

3.2兆円 

5.9兆円 

4.2兆円 

3.2兆円 
2.9兆円 2.6兆円 2.8兆円 

5.1兆円 

7.7兆円 

6.2兆円 6.1兆円 6.2兆円 
5.6兆円 

4.5兆円 

H14 

（19.5兆円） 
〈△4.0%〉 

H15 

（18.1兆円） 
〈△7.5%〉 

H16 

（16.9兆円） 
〈△6.5%〉 

H17 

（16.9兆円） 
〈＋0.1%〉 

H18 
（15.9兆円） 
〈△5.9%〉 

H19 

（15.2兆円） 
〈△4.4%〉 

H20 

（15.4兆円） 
〈＋1.3%〉 

H21 

（15.8兆円） 
〈＋2.7%〉 

H22 

（16.9兆円） 
〈＋6.8%〉 

H23 

（17.4兆円） 
〈＋2.8%〉 

H24 

（17.5兆円） 
〈＋0.5%〉 

H25 

（17.1兆円） 
〈△2.2%〉 

※ 〈 〉書きは対前年伸率 

（24.6兆円） 
〈＋17.3%〉 

（23.5兆円） 
〈△4.3%〉 

（23.6兆円） 
〈＋0.2%〉 

（23.3兆円） 
〈△1.3%〉 

（21.0兆円） 
〈＋15.0%〉 

（18.2兆円） 
〈＋2.3%〉 

（17.8兆円） 
〈△5.2%〉 

（18.8兆円） 
〈△6.5%〉 

（20.1兆円） 
〈△4.5%〉 

（21.1兆円） 
〈△12.0%〉 

（23.9兆円） 
〈＋5.1%〉 

（22.8兆円） 
〈＋4.5%〉 

（21.8兆円） 
〈＋1.8%〉 

地方交付税と臨時財政対
策債の合算額 

交付税 
総額 

臨時財政対策債 

（22.5兆円） 
〈△3.4%〉 

H26 

（16.9兆円） 
〈△1.0%〉 

資料２ 

H12 
（21.4兆円） 
〈＋2.6%〉 

H13 
（20.3兆円） 
〈△5.0%〉 

注1 総務省ホームページ「地方財政関係資料」により作成。 

注2 表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。 

H27 

（16.8兆円） 
〈△0.8%〉 

（21.3兆円） 
〈△5.3%〉 
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国と地方の税財源配分

○　国・地方間の財源配分（平成２５年度）

注　総務省ホームページ「地方財政関係資料」より作成。

○ 国・地方の税源配分の推移

42.3兆円 35.7兆円
〔54.2％〕 〔45.8％〕

43.6兆円 35.7兆円
〔55.0％〕 〔45.0％〕

45.4兆円 36.1兆円
〔55.7％〕 〔44.3％〕

47.5兆円 36.9兆円
〔56.3％〕 〔43.7％〕

51.5兆円 37.8兆円
〔57.6％〕 〔42.4％〕

56.0兆円 40.4兆円
〔58.1％〕 〔41.9％〕

平成27年度 96.5兆円

平成26年度 89.3兆円

地方税国税租税総額年度

平成25年度

平成24年度

平成23年度

平成22年度

84.4兆円

81.5兆円

79.3兆円

78.0兆円

資料３ 

注１  総務省ホームページ「地方財政関係資料」、「地方財政要覧」((一財)地方財務協会)、財務省ホームページ「予 

  算・決算」等により作成。 

 ２ 国税には特別会計計上分及び日本専売公社納付金を含み、平成24年度までは決算額、平成25年度は実績見込額、 

  平成26年度以降は当初予算額である。地方税は、平成24年度までは決算額、平成25年度は実績見込額、平成26年度 

  は地方財政計画額に計画外税収入見込み額を加えた額、平成27年度は地方財政計画額である。 

 ３ 地方税には地方法人特別譲与税を加算し、国税からは地方法人特別税の額を控除している。 
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地方財政の果たす役割
資料４ 

注  総務省ホームページ「地方財政関係資料」より作成。 
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不合理な偏在是正措置の都への影響 

○法人事業税の暫定措置の仕組み 

 

○地方法人税の仕組み 

 

 

 

 

 

注１ 東京都財務局「平成 27年度（2015年度）東京都予算の概要」より抜粋。 

 ２ 金額は平成 27年度当初予算ベース。 

資料９ 
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一般財源の人口一人当たり額の状況(平成25年度決算)

　　

　　 

　

　

注１　総務省「平成27年版（平成25年度決算）地方財政白書」及び「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成26年１月１日現在）」より作成。
注２　地方税の額は、超過課税、法定外税を含み、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、
注２　特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金として市町村に交付する額を除いたものである。
注３　東京都の地方税については、上記交付金のほかに、特別区財政調整交付金及び都が徴収した市町村税相当額を除いたものである。
注４　人口１人当たり額は、平成26年１月１日現在の住民基本台帳登載人口で除して得た額である。
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資料10 

10



基準財政需要額算定における問題点

注　総務省ホームページ、東京都「『都市と地方の財政力格差是正論』への反論」（平成25年11月）より作成。

○ 東京都では、算定に用いられる昼間流入人口の数値自体に割落しがかけられ、317万人の 

 昼間流入人口が72万人に割り落とされている（下図参照）。 

○ 昼間流入人口などを割り落とさずに算定した場合、都（大都市分）の基準財政需要額は3,326 

 億円以上の増額となることが見込まれる。 

○ これだけで、平成25年度の東京都の交付税算定上の財源超過額3,309億円を上回る。 

○ 財政調整機能を強化することを目的として、段階補正や普通態容補正の補正係数の見直し 

 などが行われている。 

○ こうした見直しにより、都（大都市分）と市町村全体の基準財政需要額の算定動向には下図 

 のとおり大きな差が生じている。 

大都市の財政需要が適切に反映されていない 

配分技術を重視した補正係数の見直し 

 各地方団体の財政需要を合理的に測定するために、当該団体について地方交付税法第11条

の規定により算定した額（地方交付税法第２条第３号）。 

 その算定は、各行政項目別にそれぞれ設けられた「測定単位」の数値に必要な「補正」を加え、

これに測定単位ごとに定められた「単位費用」を乗じた額を合算することによって行われる。 
 

◆算定における問題点 

◆基準財政需要額とは 

資料11 
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法人事業税の分割基準改正経緯

昭和63年度以前 平成元年度 平成17年度

電　気
供給業

   　３/４:発電所の固定
   　　　　資産の価額

   　１/４:固定資産の価
 　  　　　額

同左 同左

ガ　ス
供給業

・

倉庫業

固定資産の価額 同左 同左

鉄道業
・

軌道業
軌道の延長km数 同左 同左

銀行業
・

保険業
・

(証券業)

１/２:事務所の数

１/２:従業者の数

*資本金1億円以上の法人

　　　　…本社管理部門の従業
者数を１/２111

証券業が追加

運輸・
通信業

・

卸小売業
・

ｻｰﾋﾞｽ業等

同左

製造業

従業者の数

*資本金1億円以上の法人

　　　　・本社管理部門の従業
者数を１/２111

・工場の従業者数を
１.５倍１１１1

従業者の数

*資本金1億円以上の法人

　　　…工場の従業者数を
１.５倍１１１

従業者の数

*資本金1億円以上の法人

         …本社管理部門の従業
者数を１/２　1

１/２：事務所の数

１/２：従業者の数

資料12 
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地方法人課税の分割基準の問題点

 
（５）分割基準について 
 

○ 分割基準については、税収の偏在是正を目的として、地方自治体間の財政調整がより強く働くように見直すべき 

     との主張がある。 
 

○ しかし、そもそも分割基準は、複数の自治体に事務所又は事業所のある法人について、法人事業税及び法人住民 

     税法人税割の計算上、課税標準額を各団体に分ける基準である。その目的は、従業者数等の客観的指標を用い 

     て、税収を企業の経済活動が行われている地域に正しく帰属させることにある。 
 

○ 分割基準は、応益課税の考え方から、行政サービスの受益の程度を適切に反映させるために、課税客体である 

     事業の規模又は活動量を的確に表したものでなければならない。財政調整の手段として分割基準を用いることは、 

     行政サービスの受益と経済活動の対応関係を歪め、基準そのものに対する信頼を失わせてしまう。 
 

○ 財政調整は、あくまで地方交付税制度によって行われるべきである。 

平成26年度 東京都税制調査会答申（平成26年11月17日）（p.29） 

資料13 

 

○ 大法人向けの法人事業税の外形標準課税の更なる拡大に向けて、平成27年度税制改正の実施状況も踏まえ 

   つつ、引き続き検討を行う。その際、分割基準や資本割の課税標準のあり方等について検討する。 

平成27年度 与党税制改正大綱（平成26年12月30日） 
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項  目                内     容 

１．課税主体 都道府県 

２．納税義務者       
（譲渡割）課税資産の譲渡等を行った事業者 

（貨物割）課税貨物を保税地域（外国貨物を輸入申告前に蔵置する場所）から引き取る者 

３．課税方式 
       

（譲渡割）当分の間、国（税務署）に消費税と併せて申告納付（本来都道府県に申告納付） 
（貨物割）国（税関）に消費税と併せて申告納付 

４．課税標準 消費税額 

５．税  率 
現行     ：   63分の17（消費税率換算1.7％） 国の消費税とあわせて  ８％ 

平成29年４月～：   78分の22（消費税率換算2.2％）             10％ 

６．税  収 26,496億円（平成25年度決算額） 

７．使  途 
（平成26年４月～） 

制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費
その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費（税率引上げ分のみ） 

８．清  算 

国から払い込まれた地方消費税額につき、最終消費地に税収を帰属させるため、消費に関連した基準に
よって都道府県間で清算 
 
 
 
 
 

 
 

交 付 金 税収（清算後）の２分の１を市町村に交付 

交 付 基 準 
人口（国勢調査）と従業者数（経済センサス基礎調査）１：１で按分 

（平成26年４月以降、税率引上げ分については、人口のみで按分） 

10．沿   革 
平成９年４月 創設、平成24年８月 改正法公布（施行は平成26年４月、平成29年４月）、 
平成26年４月 税率100分の25（消費税率換算１％）から63分の17（消費税率換算1.7％）に引上げ 

指    標 ウェイト 

「小売年間販売額（商業統計）」と「サービス業対個人事業収入額（経済センサス活動調査）」の合算額 75％ 

「人口（国勢調査）」 15％ 

「従業者数（経済センサス基礎調査）」 10％ 

９．  

［平成27年10月～］課税資産の譲渡等（特定資産の譲渡等を除く）及び   
                                    特定課税仕入れを行った事業者 

14

T0523417
テキスト ボックス
資料14

T0523417
テキスト ボックス
地方消費税の概要

T0523417
テキスト ボックス
注　総務省ホームページより抜粋。



地方消費税の清算基準の問題点

（５）地方消費税の清算基準 

   

○ 地方消費税は、税収を最終消費地に帰属させるため、消費に関連した基準により都道府県間で清算する仕組みになっている。具体的に 

○は、税収の８分の６については商業統計の「小売年間販売額」等の統計指標が、残りの８分の２については人口及び従業者数が基準として 

○用いられている。 

 

○ 現行の基準は、小売年間販売額やサービス業対個人事業収入額といった供給サイドの統計指標が採用されていることから、「最終消費 

○地と税の帰属地の不一致」という問題が生じているとする議論がある。また、一体改革関連法に基づき社会保障財源を確保する目的から 

○消費税率（国・地方）が引き上げられる経緯や、最終消費は住所地で行われているという理由から、消費代替指標として「人口」によりウエ 

○イトを置くべきという主張もある。 

 

○ しかし、我が国は昼間の人口移動が激しく、就業地等においても消費が行われていることなどを踏まえると、人口だけでなく、従業者数を 

○指標に用いることには合理性がある。 

 

○ 清算基準は、あくまでも税収を最終消費地に帰属させるための指標であり、都道府県間の財政調整のために用いるべきではない。 

 

○ 地方消費税の清算基準のあり方については、目的に沿ったより的確な基準、消費という課税ベースに応じた基準という観点から十分議論 

○していくことが不可欠である。 

○平成26年度 東京都税制調査会答申（平成26年11月17日）（p.19） 

資料15 

○ 地方消費税の清算基準について、次の見直しを行う。 

○ 消費に相当する額の25％のウェイトを占める人口及び従業者数について、その割合を１：１から３：２に変更する。 

（注）上記の改正は、平成27年４月１日以後に行われる地方消費税の清算について適用する。 

○平成27年度税制改正の大綱（平成27年１月14日閣議決定） 
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ふるさと納税制度の概要

注　総務省ホームページより抜粋。

資料16 

16



企業版ふるさと納税について

注　日本経済新聞ホームページ、東京都ホームページより作成。

 菅義偉官房長官は28日、秋田市内で講演し「企業版のふるさと納税があってもいいのではないか。法人住民税を工夫する」と述べた。個人が故郷な

どの地方自治体に寄付すると、所得税や住んでいる自治体に払う個人住民税などが減る現行のふるさと納税制度を応用する。菅長官は法人住民税

などへの導入に向け、財務省や総務省に検討を指示したことを明らかにした。 

 今年末に決める2016年度税制改正大綱に盛り込み、同年度からの実現をめざす。 

 ふるさと納税は菅長官が総務相時代に主導。08年度に始まった。 

 菅長官は講演で「ふるさと納税は地域の活性化につながる」と強調。企業版のふるさと納税の導入に関して「官民挙げて連携し、町づくりを応援する。

自治体に民間資金を投入する」と意義を訴えた。今後、関係省庁が制度設計の検討を進める。 

●菅官房長官の発言等（平成27年６月29日 日本経済新聞朝刊より） 

 

【記者質問】 

 政府の方で、ふるさと納税について、法人税についても検討してみようというような考えが出てきていますけれども、東京都の場合は、地方法人税

の占める比率が高いわけで、この問題はですね、直接、東京都の税収にも、規模は分かりませんけれど響いてくる可能性があります。その点につ

いては、どのようにお考えですか。 

 

【知事】 

 それ、もうご指摘のとおりでありまして、個人納税の場合も、今、ほら、もらう方の側の自治体から、お土産というか、お礼の競争やったりして、いろ

いろな問題が起こっていますね。だから、基本的には、サービスを受けているところに、行政から受けるサービスの対価として税を払うということが

基本ですから、これ、あんまりやり過ぎると問題になると思います。 

 だから、地方を活性化させるために、ふるさと納税というのを入れて、個人のレベルだと規模が知れていますけれど、でも、小さな自治体だと、ふ

るさと納税が全体の収入より多く、ほかの交付税とか、税収のほかの部分より多くなるようなことも起こっているので、やはりいき過ぎてはいけない

と思っています。 

 特に東京の場合は、それ、やられてしまったら、大変、税収不足というのを生じますし。個人だったら、自分が生まれた生まれ故郷は北海道である

とか沖縄であるとか、意味づけは分かるのです。だけれど、法人というのは、生まれ故郷というのはどこなのですかというのは、それは定款で定め

た所在地になる訳で、そこの社長とか会長の生まれ故郷に勝手にやっていいような話ではないと思うので、制度的には非常に難しいし、私は、法人

に、これやるのは反対ですね。 

●舛添都知事の反応（平成27年６月30日 定例記者会見内） 
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東京都における大都市としての財政需要

注　東京都「『都市と地方の財政力格差是正論』への反論」（平成25年11月）より作成。

○ 日本の弱みとされる自然災害のリスクに対しても、万全の備えを 

  講じ、首都機能を維持していく取組が必要 

○ 老朽化したライフラインや都市施設の維持・更新を進めて、都市の 

  防災力を向上し、安全な都市を実現していく取組が必要 

《建設後50年を経過する社会資本ストックの割合》 

◇都市基盤整備 

◇社会保障 

○ 急速に進む少子高齢化などに伴い、社会保障等に係る財政負担 

  の増大が予想される 

○ 地方圏と比較し、施設整備に必要な用地取得コストが過大 

下水道管 橋 梁 

《用地取得価格の比較》 
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まち・ひと・しごと創生の概要

○まち・ひと・しごと創生が目指すもの

○地方への多様な支援と「切れ目」のない施策の展開
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注 『まち・ひと・しごと創生 「長期ビジョン」「総合戦略」』パンフレット（内閣官房 まち・ 

 ひと・しごと創生本部事務局）より作成。 
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